公正かつ自由な競争のパラドックス : コンビニ本部に対する優越的地位濫用の判断枠組み by 森平 明彦
45 
公正かつ自由な競争のパラドックス 
― コンビニ本部に対する優越的地位濫用の判断枠組み ― 
 
The Paradox of fair and free Competition in Prohibition of 
Abuse of Superior Bargaining Position 
 

















































フランチャイズ・ガイドラインという）」（平成 23 年 6 月改正）における「1 一般
的な考え方」の（3）。 





























3 公取委「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（改正平成 29 年 6 月 16
日）第 1、1 を参照。 
4 拙稿、「ドイツ需要力濫用規制の問題点－エデカ事件連邦通常裁判所判決の検討［2
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くされ、日用品納入業者の一部は平成 10 年 2 月 25 日頃 1 円納入を実施し、ま





の利益を提供させていたものであり、（旧）一般指定 14 項 2 号に該当し、独









































く。すなわち、平成 9 年度の割戻予算を達成する目的によって、B 契約の名目
によるも実際には B 契約の制度本来の基準から乖離した策定になっている。さ
らに同年 11 月頃のプラスアルファ計画は、前年度の金銭の収受実績（B 契約名
目）を約 3 億円上回る約 10 億円とする本部側の一方的な収益計画による。こ
のような取引当事者の一方的な金銭の要求態様7は、納入業者にとってあらかじ
め計算できない不利益を負わせる8。 

























9,9a 米山文子「株式会社ローソンによる独占禁止法違反事件」NBL654 号 29 頁（1998）。
この担当官解説の当該箇所は、上記本文の引用箇所と同趣旨で、柴田・前掲註 8 判
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19 名古屋地裁平成 13・6・28 判時 1791 号 101 頁（実際には販売された商品について
廃棄処分として被告会社に報告し、売上高を過少に申告し不正にチャージを免れる）。 









河 75 頁、前掲註 18 山本 560 頁。 





























る。前掲註 18 山本 562 頁。この山本評釈の指摘は相当の説得力を持つ。なお参照、
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これに対し、近藤雄大・判例評釈［ 高裁平成 19.6.11 判決］行政社会論集 20 巻 3
号（2008），118 頁は「一定の合理性はあると考えられている」とする。 
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・水道光熱費 8 割負担他 
対等なパートナーシップで明確に役割を分担する（共同事業） 
 出所：https://www.sej.co.jp/csr/owner/index.html 
 本表は、一部項目の改訂前のものが、後掲註 46 星論文 73 頁に引用されている。 
46 星法子「ロイヤルティと廃棄ロスのリスク分担―セブン－イレブン・ジャパンを中
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チャイジーを経営指導する統一的管理の要請から価格の統一性理論によって根拠付
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 1 号 他の事業者を直接又は間接に不当に妨害する、あるいは実質的な正当化理由
なくして直接又は間接に他の事業者を同種の事業者と異なって扱う場合； 
 2 号 有効な競争が存すれば、高い蓋然性をもって回避できた対価又はその他の
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 3 号 その価格が実質的に正当化される同種の買い手の存する、市場支配的事業
者自らの比較可能な市場よりも、不利な価格又はその他の取引条件を要求
する場合； 
 4 号 ―略 
 5 号 他の事業者に実質的な正当化理由なくして、利益の提供を要求する場合；
その場合特に、他の事業者に要求が後付け可能であるか及び要求された利
益が要求の根拠と適切な関係にあるかを考慮する。 
 3 項 ―略 
67 BGH, 23.1.2018.KVR 3/17-Hochzeitsrabatte (juris.bundesgerichtshof.de), Rn.92. 
76 
「かかる理解は体系的な考察によっても証明される。GWB19 条 2 項 1 号の
一般的な差別禁止に関し、対応する（同号の）要件指標はなんら同種の限定を
















68 BGH, 23.1.2018.KVR 3/17（前掲註 67）, Rn.92. BGH は 19 条の濫用監視の体系的













なお上記の BGH の判示に関連して、GWB19 条 2 項 5 号が、搾取禁止、妨害行為
の禁止、そして受動的差別の禁止の各側面を有する「曖昧な（schillernd）」特徴をも
つことにつき、参照、前掲註 4 拙稿・［2 完］脚注 875。 
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量を求める。これは、19 条 2 項 1 号の一般的妨害と差別禁止の基準に対応する」。
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要条件であるが、 高のプレーヤーに 良の持ち札を与え、 速のランナーに有利
なハンディを与えることも含意する。したがって、（ⅲ）公平な条件が維持されなけ
ればならないという原理をかく乱させる。前掲註 73 ナイト「競争の倫理」30 頁。
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